
 

 

 

令和２事務年度 国税庁実績評価実施計画等（案）の概要等 

 

１．令和２事務年度の実施計画等の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

２．「国税庁の使命」と「実績目標等」の体系図 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

３．各目標の施策等一覧 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 

４．「測定指標」の昨事務年度からの主な変更等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６ 

５．過去５年間における施策及び各種指標数の推移 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11 

20

MOFH0674
スタンプ



１．令和２事務年度の実施計画等の概要 

 
⑴ 策定方針等 

目標については、令和元事務年度の目標を継続することとし（資料２）、各目標の施策や各種指標に

ついては、これまでの取組結果及び今後の取組方針等を踏まえ、見直しを行いました（資料３～５）。 

 

⑵ 具体的な見直し内容等 
当庁における実績評価実施計画等の更なる充実に向け、次のとおり、見直しを行いました。 

イ 施策 

施策については、これまでの取組結果及び今後の取組方針等を踏まえ、取組内容を見直したほか、

内閣の基本方針等を踏まえ、一部の施策の名称を変更しました。 

ロ 各種指標 

(ｲ) 測定指標 

測定指標については、各施策の評定に資するものが設定されているかどうかの観点から見直し

を行いました。 

また、定量的な測定指標は、目標値の設定は適切か等の観点から、定性的な測定指標は、目標の

達成度を明確に測定できるものとなっているか等の観点から、見直しを行いました。 

ただし、調査・徴収事務を中心とした外部事務の現状は、新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、極めて抑制的な対応をとっており、例えば、以下に掲げるような指標については、感染症の影

響を考慮した適切な目標値の設定が困難なため、令和元事務年度の目標値を据え置いているもの

があります。 

－１－ 
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１．令和２事務年度の実施計画等の概要 

 

このように、令和２事務年度における測定指標については、今後の感染症の状況によっては、そ

の目標値によって施策を評価することが適切でなくなることがあり得るため、その場合には、評

価時における測定指標としての取扱いを変更する可能性があります。 

    ≪新型コロナウイルス感染症の影響を受けると考えられる主な測定指標≫ 

○ [主要]【業 1-3-1-2-A-1】調査関係事務の割合 

○ [主要]【業 1-3-1-2-A-2】調査関係事務の割合（調査課分） 

○ [主要]【業 1-3-2-3-A-1】滞納整理事務の割合 

○    【業 1-3-2-3-A-2】集中電話催告センター室における催告回数 

○ [主要]【実 3-2-A-1】  税理士専門官による指導監督等事務の割合  等 

(ﾛ) 参考指標 

参考指標については、施策の実施状況の把握や測定指標の目標の達成度判定を補完するものと

なっているかどうかの観点から見直しを行いました。 

 

－２－ 
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２．「 国 税 庁 の 使 命 」 と 「 実 績 目 標 等 」 の 体 系 図 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

         
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

国民各層・納税者の
方々の視点に立った情
報の提供に努めるとと
もに、租税の役割、納
税意識の重要性や税務
行政についての理解・
協力を求めます。 

また、国民各層・納
税者の方々の意見・要
望等を聴取し事務の改
善に努めます。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

問合せや相談に対し
て迅速かつ的確に対応
するとともに、納税者
の満足度が向上するよ
う努めます。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

電子申告等ＩＣＴを
活用した申告・納税の
推進を図ることによ
り、申告・納税の際の
納税者の負担を軽減
し、納税者の満足度を
高めます。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

適正申告の実現に努
めるとともに、申告が
適正でないと認められ
る納税者に対しては、
的確な調査・行政指導
を実施することにより
誤りを是正します。 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

期限内収納の実現に
努めるとともに、期限
内に納付を行わない納
税者に対して滞納処分
を執行するなどにより
徴収します。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
不服申立てに適正・

迅速に対応し、納税者
の正当な権利利益の救
済を図ります。 

 
 

- 3 -
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施策数 定量 定性 小計

- - 8 8

- - - -

⑴ 関係法令の適正な適用と迅速な処理 4 5(+1)
⑵ 税務行政の透明性の確保及び個人情報の適切な取扱い等 2 2
⑶ 守秘義務の遵守 1 -
⑷ 職員研修の充実 1 2
⑸ 行政サービスのデジタル化の推進 1 -
⑹ 1 4(+2)

- - - -

⑴ 国民各層・納税者の方々への広報活動の充実 1 2
⑵ 租税に関する啓発活動 4 1 7
⑶ 関係民間団体との協調関係の推進 1 -
⑷ 地方公共団体との協力関係の確保 1 1
⑸ 国民各層・納税者の方々からの意見や要望への的確な対応等 1 1
⑴ 納税者からの相談等への適切な対応 6 11(-1)
⑵ 納税者からの苦情等への迅速・適切な対応 1 -
⑶ 改正消費税法への対応 1 1

⑴ e-Taxの普及と利用満足度の向上 6(-1) 5(+2)

⑵ 国税庁ホームページ「確定申告書等作成コーナー」の利用促進 1 -

- - - -

⑴ 有効な資料情報の収集 1 2(+1)
⑵ 的確な調査事務の運営 2 1(+1) 7(+1)
⑶ 社会・経済状況に対応した調査への取組 2(-1) 7(±0)
⑷ 悪質な脱税者に対する査察調査の実施 1 4
⑴ 期限内収納の実現に向けた各種施策の実施 1（+1) 1 1(+1)
⑵ 滞納を未然に防止するための取組 1 1
⑶ 効果的・効率的な徴収事務の運営 2 1
⑷ 滞納の整理促進への取組 1 6(+1)
⑸ 厚生労働大臣から委任される年金保険料の徴収 1 -
⑴ 不服申立ての適正・迅速な処理 2 3
⑵ 裁決事例の公表の充実 1 1

参考指標数

4

13
(+3)

11

12
(-1)

5
(+2)

20
(+2)

9
(+2)

6

5

3

  ３．各目標の施策等一覧（施策 43：測定指標 71：参考指標 112）

2

4

5

2

施　　策
測定指標数

実績目標(大)１
内国税の適正かつ公平な賦課及び徴収

実績目標等

業績目標1-2-3
電子申告等ＩＣＴを活用した

申告・納税の推進

実績目標(小)1-3
適正な調査・徴収等の実施

及び納税者の権利救済

実績目標(小)1-2
納税者サービスの充実

実績目標(小)1-1
税務行政の適正な執行

業績目標1-2-1
広報・広聴活動等の充実

業績目標1-2-2
相談等への適切な対応

社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）の普及・定着に向けた取組【名称変更】

業績目標1-3-1
適正申告の実現及び

的確な調査・行政指導の実施

業績目標1-3-2
期限内収納の実現及び

滞納の整理促進への取組

業績目標1-3-3
不服申立てへの取組

- ４ -
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施策数 定量 定性 小計
⑴ 税務当局間の要請に基づく情報交換 1 1
⑵ 共通報告基準（ＣＲＳ）に基づく金融口座情報の情報交換の的確な実施 1 1
⑶ 国別報告事項（ＣbＣＲ）の情報交換の的確な実施 1 1
⑷ 相互協議事案の適切・迅速な処理 1 3
⑸ 外国税務当局との知見の共有 1 1
⑹ 開発途上国に対する技術協力 2 1
⑴ 酒類の安全性の確保と品質水準の向上への対応 1 1 4
⑵ 酒類の公正な取引環境の整備 1 2
⑶ 日本産酒類の輸出促進の取組 2(+1) 1 1
⑷ 構造・経営戦略上の問題への対応 1 1
⑸ 独立行政法人酒類総合研究所との連携 1 2
⑹ 20歳未満の者の飲酒防止対策等の推進【名称変更】 1 3
⑺ 酒類に係る資源の有効な利用の確保 1 1
⑴ 税理士会等との連絡協調の推進 1 2
⑵ 税理士等に対する指導監督の的確な実施 1 3
⑶ 書面添付制度の普及・定着に向けた取組 1 3

43
39

(+1)
32

（±0）

 ※　施策名の下線は、昨事務年度からの変更箇所であり、（　）は、昨事務年度からの増減数を表す。

 

  ３．各目標の施策等一覧（施策 43：測定指標 71：参考指標 112）

実績目標等 施　　策
測定指標数 参考指標数

 実績目標(小)1-4
国際化への取組

6 8

実績目標(大)２
酒類業の健全な発達の促進

7 14

実績目標(大)３
税理士業務の適正な運営の確保

3 8

合　　計
112

（＋8）
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４．「測定指標」の昨事務年度からの主な変更等 
 

 
 

＜新たに設定した定量的測定指標＞ 

目   標 施 策 名 測 定 指 標 名 等 
 

設 定 理 由 
目標値 

【業績目標 1-2-3】 

電子申告等ＩＣＴを活

用した申告・納税の推進 

【業 1-2-3-1】 

  e-Tax の普及と利用

満足度の向上 

（成果重視事業） 

[主要]【業 1-2-3-1-A-1】 

e-Tax の利用状況 

（所得税の申告手続） 
62％ 

申告手続における e-Tax の利用状況について

は、財務省デジタル・ガバメント中長期計画や大

法人の電子申告義務化を踏まえ、従前の設定区分

を見直しました。 

具体的には、主要税目である所得税、法人税及

び消費税の申告手続における利用状況を設定す

るとともに、消費税については、個人と法人で区

分した利用状況を設定することとしました。 

さらに、令和元年 10 月から運用を開始し、財

務省デジタル・ガバメント中長期計画にＫＰＩを

掲げている相続税の申告手続についても、新たな

指標として設定することとしました。 

[主要]【業 1-2-3-1-A-2】 

e-Tax の利用状況 

（法人税の申告手続） 
88％ 

[主要]【業 1-2-3-1-A-3】 

e-Tax の利用状況 

（消費税の申告手続） 

個：72％ 

法：88％ 

【業 1-2-3-1-A-4】 

e-Tax の利用状況 

（相続税の申告手続） 
25％ 

【業 1-2-3-1-A-5】 

e-Tax の利用状況 

（納税証明書の交付請求手

続） 
13％ 

申請・届出等手続における e-Tax の利用状況に

ついては、実績値の推移等を踏まえ、従前の設定

区分を見直し、引き続き、利用拡大を図っていく

必要がある納税証明書の交付請求手続について

設定することとしました。 

 

 

 

－６－ 27



 

４．「測定指標」の昨事務年度からの主な変更等 
 

 
 

＜新たに設定した定量的測定指標＞ 

目   標 施 策 名 測 定 指 標 名 等 
 

設 定 理 由 
目標値 

【業績目標 1-3-2】 

期限内収納の実現及

び滞納の整理促進への

取組 

 

【業 1-3-2-1】 

  期限内収納の実現に

向けた各種施策の実施 

 

【業 1-3-2-1-A-1】 

キャッシュレス納付の利

用状況 

26％ 

税務行政の効率化や現金管理等に伴う社会全

体のコスト削減の観点から、キャッシュレス納付
（※）の推進に向けた取組を測定するため、納付件

数に占める割合を、新たな指標として設定するこ

ととしました。 
※ 「キャッシュレス納付」とは、①振替納税、②ダイレクト納

付、③電子納税及び④クレジットカード納付をいいます。 

【実績目標(大)２】 

酒類業の健全な発達

の促進 

 

【実 2-3】 

日本産酒類の輸出促

進の取組 

 

 

[主要]【実 2-3-A-1】 

日本産酒類の輸出促進の

ための新規販路の開拓支援 

【取組類型】 

① 海外の展示会への出展支援 

② 海外商談会、海外バイヤー

の招へい等 

③ 輸出促進コンソーシアムに

よるマッチング支援 

①90％ 
 

②20 者 

以上かつ 
90％ 
 

③12 回 

以上 

「経済財政運営と改革の基本方針 2020」等の政

府方針を踏まえ、引き続き、日本産酒類の輸出促

進を図るため、関係省庁や関係機関と連携し実施

する取組類型について、直接的な効果が期待でき

る新規販路の開拓支援に関するものと、中長期的

観点からの効果を期待するものとに区分を見直

し、設定しなおすこととしました。 

また、目標値については、「新規販路の開拓支

援」は、①の商談実施割合を 90％、②の参加酒類

事業者数を 20 者以上かつ商談実施割合を 90％、

③の開催回数を 12 回以上に設定することとし、

「中長期的観点からの支援」は、３つの観点から

企画する全ての取組類型の実施割合を 100％とし

て設定することとしました。 

[主要]【実 2-3-A-2】 

日本産酒類の輸出促進のため 

の中長期的観点からの支援 

【取組類型】 

① 国際的プロモーション 

② 日本産酒類のブランド化の推進  

③ 酒蔵ツーリズムの推進 

100％ 
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４．「測定指標」の昨事務年度からの主な変更等 
 

 
 

＜廃止した測定指標＞ 

目   標 施 策 名 測 定 指 標 名 等 廃 止 理 由 

【業績目標 1-2-3】 

電子申告等ＩＣＴを活

用した申告・納税の推進 

【業 1-2-3-1】 

  e-Tax の普及と利用

満足度の向上 

（成果重視事業） 

[主要]【業 1-2-3-1-A-1】 

e-Tax の利用状況 
（公的個人認証の普及割合等に左右され

る国税申告２手続） 

e-Tax の利用状況については、従前の設定区分を見直
し、新たに設定しない手続は、以下のとおりとします。 
【申告手続】 
酒税及び印紙税は、贈与税等の他税目とともに参考指

標とします。 
【申請・届出等手続】 
法定調書（７手続）は、電子媒体を含むデータ提出が大

宗を占めており、今後も同様の傾向が継続すると見込ま
れることから、参考指標とします。 
電子申告・納税等開始（変更等）届出は、紙媒体の申請

はほとんどない状況が継続していることから、廃止しま
す。 

[主要]【業 1-2-3-1-A-2】 

e-Tax の利用状況 
（法人税申告等上記以外の国税申告４手

続） 

[主要]【業 1-2-3-1-A-3】 

e-Tax の利用状況 
（申請・届出等９手続） 

【業 1-2-3-1-A-4】 

ＩＣＴ活用率 
（所得税申告及び消費税申告(個人)） 

ＩＣＴ活用率には紙媒体の申告も含んでおり、政府方

針である税務手続のオンライン化の推進に適わないこと

から、廃止します。 

【業 1-2-3-1-A-6】 

オンライン申請の受付１件

当たりの費用 

当該２指標は、これまでも継続して減少しており、今後

も同様の傾向が見込まれることから廃止し、参考指標と

します。 

【業 1-2-3-1-A-7】 

国税申告手続の事務処理時間 
（所得税、法人税及び消費税) 

【実績目標(大)２】 

酒類業の健全な発達

の促進 

【実 2-3】 

  日本産酒類の輸出促

進の取組 

[主要]【実 2-3-A-1】 

日本産酒類の輸出促進のた

めの主な取組類型の実施割合

等 

 当該指標は、日本産酒類の更なる輸出促進を図ってい

く観点から、取組類型を直接的な効果が期待できる新規

販路拡大に係るものと、中長期的観点からの支援に係る

ものとに区分を見直すことから、廃止します。  
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４．「測定指標」の昨事務年度からの主な変更等 
 

 
 

＜目標値を変更した定量的測定指標＞ 

目   標 施 策 名 測 定 指 標 名 
目 標 値 

元事務年度 ２事務年度 

【業績目標 1-2-1】 

広報・広聴活動等の充実 

【業 1-2-1-2】 

租税に関する啓発活動 

［主要］【業 1-2-1-2-A-1】 

租税教室等受講者の理解度 
80％ 85％ 
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４．「測定指標」の昨事務年度からの主な変更等 
 

 
 

＜名称を変更した測定指標＞ 

施 策 名 
測 定 指 標 

変 更 理 由 
元事務年度 ２事務年度 

【実 1-1-6】 

社会保障・税番号制度

（マイナンバー制度）の普

及・定着に向けた取組 

[主要]【定性：実 1-1-6-B-1】 
社会保障・税番号制度（マイナ

ンバー制度）の定着に向けた取

組 

[主要]【定性：実 1-1-6-B-1】 
社会保障・税番号制度（マイナ

ンバー制度）の普及・定着に向け

た取組 

 「マイナンバーカードの普及とマイナンバー

の利活用の促進に関する方針」（令和元年６月

４日デジタル・ガバメント閣僚会議決定）を踏

まえ、施策及び指標の名称に「普及」を追加し

ました。 

【業 1-3-1-2】 

的確な調査事務の運営 
【定性：業 1-3-1-3-B-3】 
大法人に対する的確な対応 

【定性：業 1-3-1-2-B-1】 
大法人の税務コンプライアン

スの維持・向上 

 施策：業1-3-1-3の測定指標として設定して

いましたが、取組内容や目標設定の根拠等を踏

まえ、施策：業1-3-1-2の測定指標として移記

するとともに、同施策に追記した取組内容に基

づく名称に変更しました。 

【業 1-3-1-3】 

 社会・経済状況に対応し

た調査への取組 

[主要]【定性：業 1-3-1-3-B-2】 
国際化・ＩＣＴ化への的確な

対応 

[主要]【定性：業 1-3-1-3-B-2】 
国際化や新分野の経済活動へ

の的確な対応 

 施策の取組内容の見直し（新分野の経済活

動への対応を明記）に伴い、名称を変更しまし

た。 

【実 2-6】 

 20 歳未満の者の飲酒防

止対策等の推進 

[主要]【定性：業 2-6-B-1】 
未成年者飲酒防止対策等の推

進の取組 

[主要]【定性：実 2-6-B-1】 

20 歳未満の者の飲酒防止対策

等の推進の取組 

 令和４年４月１日に予定されている改正民

法の施行に伴い、成年年齢は18歳に引き下げ

られますが、飲酒可能年齢は20歳のまま据え

置かれることから、施策及び指標の名称を、

「年齢を明確にするもの」に変更しました。 

（注）１ 「施策名」欄及び測定指標の「令和２事務年度」欄でアンダーラインを付した箇所は、令和元事務年度からの変更箇所です。 

２ 上記のほか、「実 3-1-A-1：税理士会等への研修会等の評価」についても、文章整理（用語定義）に基づく名称変更を行っています。 
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５．過去５年間における施策及び各種指標数の推移 
 

 
 

 

 平成 28 事務年度 平成 29 事務年度 平成 30 事務年度 令和元事務年度 令和２事務年度 

施  策   ４３ ４４ ４３ ４３ ４３ 

測定指標 

定 量 ３７ ３７ ３７ ３８ ３９ 

 うち主要 ２２ ２４ ２４ ２７ ２８ 

定 性 ３２ ３４ ３３ ３２ ３２ 

 うち主要 ２９ ２８ ２９ ２９ ２９ 

計 ６９ ７１ ７０ ７０ ７１ 

 うち主要 ５１ ５２ ５３ ５６ ５７ 

参考指標 ９４ ９４ ９７ １０４ １１２ 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

○ 施策の数は、変更なし（２施策については、名称変更あり。）。 

○ 定量的測定指標は、８増７減で前年比＋１（うち、主要５増４減で前年比＋１）であり、定性的測定指標は、増減なし。 

○ 参考指標は、12 増４減で前年比＋８。 

－11－ 
32


	（統合版・山本委員欠）第68回懇談会資料
	02_【資料２】令和２事務年度国税庁実績評価実施計画等（案）の概要




